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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　画像取得装置の線量応答を校正する線量応答校正システムであって、
　供与する放射線量の強度、位置、および、持続時間、を含む処置計画に基づいて、供与
する放射線量分布を示す線量マップを生成する処置計画システムと、
　処置計画を放射線検出器に適用した結果検出される放射線量の強度分布を示す取得画像
を出力する画像取得装置と、
　処置計画に対し生成された線量マップと、当該処置計画に対し出力された取得画像と、
に基づいて、当該線量マップにより示される供与線量と当該取得画像の画素値の示す線量
強度とを関連付ける自己校正曲線を生成する自己校正曲線生成手段と、
　第１の処置計画に対して生成・出力された、第１の線量マップと第１の取得画像とに基
づいて、前記自己校正曲線生成手段により生成された第１の自己校正曲線を取得した後、
前記第１の処置計画とは異なる第２の処置計画に対して生成・出力された第２の線量マッ
プと第２の取得画像とに基づいて、前記自己校正曲線生成手段により生成された第２の自
己校正曲線を取得し、当該第１および当該第２の自己校正曲線の差または適合を少なくと
も１つ特定し、特定された当該少なくとも１つの差または適合に基づいて、当該第２の取
得画像を変更し、変更された当該第２の取得画像に、前記第１の自己校正曲線を適用して
、前記画像取得装置の線量応答を校正する校正手段と、
　を備える線量応答校正システム。
【請求項２】
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　前記自己校正曲線生成手段は、前記線量マップと前記取得画像のそれぞれを複数の幾何
学領域に分割する手段を備える、請求項１に記載のシステム。
【請求項３】
　前記自己校正曲線生成手段は、前記線量マップと前記取得画像のそれぞれを複数の線量
範囲に分割する手段を備える、請求項１に記載のシステム。
【請求項４】
　前記線量マップと前記取得画像を列形式で表わす手段をさらに備える、請求項１に記載
のシステム。
【請求項５】
　前記自己校正曲線を作成するのに使用されるべき前記線量マップの部分及び前記取得画
像の部分を判別するために使用可能な相関閾値をさらに有する、請求項１に記載のシステ
ム。
【請求項６】
　前記処置計画システム、前記画像取得装置、前記自己校正曲線生成手段、および、前記
校正手段、のうちの少なくとも１つは、コンピュータ読取可能な媒体に有形的に組み込ま
れたコンピュータ実行可能な指令を有する、請求項１に記載のシステム。
【請求項７】
　前記第２の処置計画は１つ以上存在し、
　前記校正手段は、前記第２の処置計画のそれぞれに対し生成・出力された第２の線量マ
ップと第２の取得画像とに基づいて、前記自己校正曲線生成手段により生成された第２の
自己校正曲線をそれぞれ取得し、生成された当該第２の取得画像のそれぞれについて、対
応する当該第２の自己校正曲線の、前記第１の自己校正曲線との差または適合を少なくと
も１つ特定し、特定された当該少なくとも１つの差または適合に基づいて、当該第２の取
得画像を変更し、変更された当該第２の取得画像に、前記第１の自己校正曲線を適用して
、前記画像取得装置の線量応答を校正する、請求項１に記載のシステム。
【請求項８】
　処置計画システムと、画像取得装置と、自己校正曲線生成手段と、校正手段と、を備え
るシステムによる、線量応答校正方法であって、
　前記処置計画システムが、供与する線量の強度、位置、および、持続時間、を含む処置
計画に基づいた、供与線量分布を示す線量マップを生成するステップと、
　前記画像取得装置が、処置計画を放射線検出器に適用した結果検出される放射線量の強
度分布を示す取得画像を出力するステップと、
　前記自己校正曲線生成手段が、処置計画に対し生成された線量マップと、当該処置計画
に対し出力された取得画像と、に基づいて、当該線量マップにより示される供与線量と当
該取得画像の画素値の示す線量強度とを関連付ける自己校正曲線を生成するステップと、
　前記校正手段が、第１の処置計画に対して生成・出力された第１の線量マップと第１の
取得画像とに基づいて、前記自己校正曲線生成手段により生成された第１の自己校正曲線
を取得した後、前記第１の処置計画とは異なる第２の処置計画に対して生成・出力された
第２の線量マップと第２の取得画像とに基づいて、前記自己校正曲線生成手段により生成
された第２の自己校正曲線を取得し、当該第１および当該第２の自己校正曲線の差または
適合を少なくとも１つ特定し、特定された当該少なくとも１つの差または適合に基づいて
、当該第２の取得画像を変更し、変更された当該第２の取得画像に、前記第１の自己校正
曲線を適用して、前記画像取得装置の線量応答を校正するステップと、
　を備える線量応答校正方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本出願は、２００３年５月２７日に受理され、「放射線検出媒体の校正システムまたは
方法」という名称であって、２０００年９月２２日に受理された米国仮出願６０／２３４
，７４５、及び２０００年１１月２２日に受理された米国仮出願６０／２５２，７０５の
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優先権を主張して２００１年６月１日に受理された米国特許第６，６７５，１１６号の継
続出願であり、現在係属中の米国特許出願１０／４４５，５８７に関連する。また、本出
願は、２０００年１月２１日に受理された米国特許第６，５２８，８０３号の出願に関連
する。本出願は、また、２００４年１２月１０日に受理され、「画像配置の最適化」とい
う名称で、係属中の米国特許出願、及び２００３年７月３０日に受理され、「画像配置シ
ステム及び方法」という名称で、係属中の米国特許出願１０／６３０，０１５に関連する
。上記の関連出願のすべては、ここに、参照により組み入れられる。
【０００２】
　本発明は、放射線線量測定、より詳細には、放射線療法に関連する放射線線量校正を効
率的に実行するための方法及び装置に関する。
【背景技術】
【０００３】
　放射線療法の、特に強度変調放射線療法（ＩＭＲＴ，intensity-modulated radiation 
therapy）の重要な利用は、腫瘍細胞の破壊である。イオン化放射線の場合、腫瘍破壊は
、「吸収線量」、すなわち組織塊内に蓄積されたエネルギー量に依存する。放射線物理学
者は、通常、ｃＧｙ単位またはセンチグレイで吸収線量を表す。１ｃＧｙは、０．０１Ｊ
／ｋｇと等しい。
【０００４】
　放射線線量測定は、通常、放射線療法を受ける患者の種々の組織に吸収された線量を測
定または予測する方法を説明する。吸収線量を予測及び測定する際の精度は、効果的な処
置及び過剰または過少な放射線曝露による複雑さの防止に重要である。多くの方法が、吸
収線量を測定し予測するために存在するが、多くは、検出媒体の吸収線量に対する応答に
関する校正－校正曲線、ルックアップテーブル、式等の開発に依存する。有効な検出媒体
は、当業者に知られており、放射線感応性フィルム、及び放射線曝露時に暗化または変色
する三次元ゲル（例えば「ＢＡＮＧ」及び「ＢＡＮＡＮＡ」ゲル）を含む。他の有効な検
出媒体は、電子携帯画像装置、コンピュータ放射線（ＣＲ）装置、デジタル放射線（ＤＲ
）装置、及び放射線曝露に応じて信号を生成するアモルファスシリコン検出器配列を含む
。
【０００５】
　校正曲線を作成する種々の知られた方法が存在する。例えば、本出願の出願人に付与さ
れ、ここで参照により完全に組み入れられる特許文献１は、イオン化放射線への曝露に応
答する検出媒体を用意し、検出媒体の予め定められた領域を異なるイオン化放射線線量レ
ベルに曝露することにより、校正線量応答パターンを作成することを開示する。特許文献
１は、さらに、予め定められた領域の検出媒体の応答を測定してイオン化放射線線量に対
する次の応答に関連する校正を生成する。例えば、マルチリーフコリメータ、二次コリメ
ータ、または減衰ブロックを用いて、検出媒体の部分をイオン化放射線から選別的に遮蔽
することによって、異なる線量レベルが取得される。異なる線量レベルは、また、曝露の
間に検出媒体を移動することによっても取得可能である。特許文献１は、さらに、イオン
化放射線線量に対する検出媒体の応答に関する校正を生成するように構成されたコンピュ
ータ読取可能な媒体上に固定されたソフトウェアルーチンを開示する。
【特許文献１】米国特許第６，６７５，１１６号
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　米国特許第６，６７５，１１６号に開示されるような方法は、校正曲線やルックアップ
テーブルを作成するために、線形加速器または類似装置を用いて、検出媒体の別個の部分
を異なる既知の放射線量に曝露することを必要とする。典型的には１２の、しばしば２５
もの、異なる放射線線量レベルが、校正曲線やルックアップテーブルを作成するために測
定される。通常、測定される放射線線量レベルの数が増加するに伴って、校正の精度は増
加する。しかし、測定数が多くなると、校正処理は、より費用がかかり、時間を消費する
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ようになる。そのため、放射線療法計画を品質保証装置に適用し、放射線強度分布を捕捉
することにより得られる「取得画像」を分析することによって校正情報を提供するシステ
ム及び方法を有することが望ましいであろう。
【０００７】
　一旦校正された線量測定取得システムが再校正される必要がないように取得画像を変更
する方法が知られている。例えば、本出願の出願人に付与され、ここで参照により完全に
組み入れられる米国特許第６，５２８，８０３号は、試験フィルムの部分を標準光源の配
列に曝露して、その後に一組の校正フィルムの１つまたはすべての対応する光学密度ステ
ップ勾配と比較可能な光学密度ステップ勾配を取得する。しかし、米国特許第６，５２８
，８０３号に開示されるような現存する方法は、追加の装置、及び光学密度ステップ勾配
に関するデータを収集する時間を必要とする。いくつかの場合、それが「相対」校正（百
分率で表示される）のみで絶対校正（線量及び痕跡が国家標準であり得る）ではないとき
、特別の装置を必要とせず、最小限の時間を要する、次の取得画像のための校正情報を提
供するシステム及び方法を有することが望ましいであろう。
【０００８】
　さらに、真の実験差に対するように不正確さをモデル化することにより、差異が発生す
る位置を判別するため、実験的に得られる校正曲線の特性を評価して処置計画を作成する
システムにより生成される線量分布を、及び線量分布の他の予測をモデル化するシステム
を有することも、望ましいことがある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　実施形態によれば、画像取得装置の線量応答を校正するシステムは、処置計画に含まれ
る供与線量を示す線量マップを作成する手段、処置計画の適用から記録された供与線量強
度の表示を含む取得画像を生成する手段、及び、供与線量を供与線量強度に関連付ける自
己校正曲線を生成する手段を備える。
【００１０】
　さらに、実施形態によれば、画像取得装置の線量応答を校正するシステムは、第１の自
己校正曲線と、第２の自己校正曲線と、初期校正と、（１）第１の自己校正曲線と第２の
自己校正曲線との間の少なくとも１つの差または適合を判別し、（２）該少なくとも１つ
の差または適合に基づいて取得画像を変更し、（３）初期校正の取得画像への適用に基づ
いて、相対校正を生成することを含む計算を実行する手段とを備える。
【００１１】
　さらに、実施形態によれば、画像取得装置の線量応答の校正方法は、第１の自己校正曲
線を第２の自己校正曲線と比較してこれらの曲線の関係を判別し、少なくとも１つの差に
基づいて取得画像を変更し、初期校正を取得画像に適用することを備え、これにより画像
取得装置の線量応答が校正される。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　第１の処置計画のために、計画供与線量を吸収線量に対する検出媒体の応答に関連付け
る校正が作成される。また、第１の処置計画の供与線量強度を取得画像の画素強度に関連
付けるＩＭＲＴ自己校正曲線（「ＩＳＣＣ」または「ＩＳＣＣ」曲線）が、第１の処置計
画に関して作成される。その後、ＩＳＣＣ曲線は、第２の処置計画のために作成される。
第１の処置計画に関するＩＳＣＣ曲線を第２の処置計画に関するＩＳＣＣ曲線と比較する
ことは、校正が第２の処置計画に関する校正情報を提供するために使用可能なように、第
２の処置計画に関する取得画像の調整を許容する。したがって、ここで開示されるシステ
ム及び方法は、処置計画が患者に適用される前に試験画像を取得するために使用される画
像取得装置の簡単、迅速、効率的、及び費用のかからない校正を提供する。
【００１３】
　図１に示すシステム１００の種々の構成要素の使用は、以下に詳細に説明される。通常
、処置計画は、放射線検出器に適用可能であり、従って、以下に図１を参照してより完全
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に示され、説明される取得画像１１２を生成する所定の媒体または装置に記録可能である
。処置の一部として計画された供与線量の強度を表す取得画像１１２は、以下に図１を参
照してより完全に説明される線量マップ１０６と比較される。
【００１４】
システム概観
　図１は、ＩＭＲＴ自己校正曲線（ＩＳＣＣ）を作成するために少なくとも１つの実施形
態で使用されるシステム１００の概観を提供する。処置計画システム１０２は、当業者に
知られた種々の処置計画システムのうちの任意のものであり、マサチューセッツ州Ａｎｄ
ｏｖｅｒのフィリップスメディカルシステムズにより製造されたＰｉｎｎａｃｌｅ３シス
テム、独ＨｅｉｍｓｔｅｔｔｅｎのブレインラブＡＧにより製造されたＢｒａｉｎＳＣＡ
Ｎ、オランダＶｅｅｎｅｎｄａａｌのヌクレトロンによるＰＬＡＴＯ　ＳｕｎＲｉｓｅ、
カリフォルニア州Ｐａｌｏ　Ａｌｔｏのバリアンメディカルシステムズにより製造された
Ｅｃｌｉｐｓｅを含むがこれに限定されない。
【００１５】
　処置計画システム１０２は、１以上の放射処置計画１０４を作成するために使用される
。また、処置計画システム１０２は、場合によっては計画画像として参照される、線量マ
ップ１０６を作成するためにも使用される。処置計画システム１０２のそのような使用は
、当業者に周知であろう。さらに、当業者は、線量マップ１０６が、品質保証ファントム
または患者における計画放射線線量の予測分布を示すことを認識するであろう。線量マッ
プ１０６の例が、図６Ａに示される。
【００１６】
　放射線検出器１０８は、当業者に知られるような放射線を検出し受けることができる装
置である。いくつかの実施形態では、放射線検出器１０８は、当業者に知られるような、
試験ファントムとしても知られた、品質保証ファントムである。試験ファントムの目的は
、ヒト組織のような放射線線量を受けるべき媒体を模擬する。
【００１７】
　画像取得装置１１０は、当業者に知られるような、検出された放射線を記録するための
装置または媒体であり得、Ｘ線撮影フィルム、コンピュータＸ線撮影装置、電子携帯画像
装置、荷電結合素子（ＣＣＤ）カメラ、またはＢＡＮＧゲルを含むが、これらに限定され
ない。画像取得装置１１０は、１以上の取得画像１１２を生成する。以下に説明するよう
に、取得画像１１２と線量マップ１０６とは、ＩＳＣＣ曲線１１４を作成するために使用
される。取得画像１１２の例が、図６Ｂに示される。さらに以下に説明するように、ほと
んどの実施形態は、少なくとも２つの処置計画１０４に関する少なくとも２つのＩＳＣＣ
曲線１１４を作成する。
【００１８】
　当業者は、システム１００を参照してここで説明される処理が、当業者に知られている
ような、システム１００に関してここで説明されるように機能可能な１以上のコンピュー
タを用いることにより実行可能であり、情報を受信し、出力し、処理し、変換し、組み込
み、及び／又は記憶する任意の装置または装置の組み合わせを含み得ることを認識するで
あろう。したがって、ここで説明する処理は、コンピュータ読取可能な媒体に組み入れら
れたコンピュータ実行可能な指令の実行により実施可能である。例えば、システム１００
で使用されるコンピュータは、広範な種々の異なるソフトウェアアプリケーションを実行
可能な汎用コンピュータであり得る。さらに、そのようなコンピュータは、特定の機能に
限定した特別の装置であってもよい。いくつかの実施形態では、コンピュータは、コンピ
ュータのネットワークである。通常、システム１００は、広範な種々の異なる情報技術構
成を組み込み可能である。コンピュータは、プロセッサ、メモリ、コンピュータ読取可能
な媒体、周辺装置、計算装置、及び／又はオペレーティングシステムのいかなるタイプ、
数、形態、または構成にも限定されない。
【００１９】
　さらに、システム１００の要素のいくつかは、コンピュータ内の表示として存在し得る
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。例えば、処置計画１０４、線量マップ１０６、取得画像１１２、及び／又はＩＳＣＣ曲
線１１４は、１以上のコンピュータ内表示として存在可能である。したがって、コンピュ
ータは、インターフェース、及びユーザ（例えば放射線技術者）にシステム１００へのア
クセスを提供するアクセス装置を含むことができ、またはこれらに接続可能である。その
ため、ユーザは、当業者に知られた任意のアクセス装置またはインターフェースを用いて
、システム１００の処理及び要素にアクセスすることができる。
【００２０】
初期校正処理
　図２は、初期校正処理についての処理フローを説明する。ステップ２００は、第１の放
射線処置計画１０４ａから放射線分布を表す第１の取得画像１１２ａを取得する処理を表
す。ステップ２００に示す処理は、図３Ａを参照して詳細に説明される。ステップ２０２
は、取得画像１１２ａの放射線強度分布を処置計画１０４ａの適用により提供される放射
線線量に関連付ける校正、すなわち校正曲線または式の作成処理を表す。上述したように
、ステップ２０２の校正を実行する、種々の手段、方法、及び装置は、当業者に知られる
であろう。ステップ２０４は、ＩＳＣＣ曲線１１４を生成する処理を表す。ステップ２０
４に示す処理は、図３Ｂを参照して詳細に説明される。
【００２１】
画像取得処理
　図３Ａは、ＩＳＣＣ曲線を作成するのに使用されるべき取得画像の処理を説明するフロ
ー図である。
【００２２】
　ステップ３００では、放射線処置計画１０４が作成される。放射線処置計画の作成は周
知であり、種々の知られた処置計画システム１０２を用いて実現可能である。周知なよう
に、放射線処置計画は、放射線療法継続中の腫瘍サイトに加えられる放射線線量の、強度
、持続時間、及び位置を含み得る。
【００２３】
　ステップ３０２では、処置計画システム１０２は、場合によっては計画画像として参照
される処置計画１０４に対応する線量マップ１０６を作成するために使用される。
【００２４】
　ステップ３０４では、処置計画１０４は、放射線検出器１０８に適用される。検出され
た放射線の放射線分布は、画像取得装置１１０に記録される。画像取得装置１１０は、処
置計画１０４の適用から作成される放射線分布を表す取得画像１１２を生成するために使
用される。当業者は、取得画像１１２が、種々の方法で生成可能であることを認識するで
あろう。例えば、図６Ｂに示す取得画像１１２例は、ＩＭＲＴ処置領域の品質保証フィル
ムのスキャンされたデジタル画像を表す。いくつかの実施形態では、取得画像１１２は、
５×５のメディアンフィルタまたは当業者に知られている可能性のあるいくつかの他のフ
ィルタリング手法を用いて、フィルタリングされ得る。フィルタリングは、ノイズを減少
するため、及び／又は、処置計画と画像取得装置との間で画素または体素を調整するため
に、使用可能である。
【００２５】
ＩＳＣＣ生成処理
　さて図３Ｂを参照して、ＩＳＣＣ生成処理を説明する。ＩＳＣＣ生成処理の使用は、一
定の実施形態に関してここで説明されるが、この開示を読んで当業者に明らかになる他の
実施形態にも処理が適用可能であることが理解されるべきである。ステップ３０６では、
取得画像１１２は、線量マップ１０６に登録される。画像の登録は、同一の画像空間を占
め、そして比較及び／又は結合可能なように画像を配置する処理を参照する。画像を登録
する種々の方法及び装置が、当業者に知られ、そのうちのいくつかは、共に係属中の米国
出願１０／６３０，０１５と２００４年１２月１０日に受理され、「画像配置の最適化」
という名称の米国出願で説明されている。
【００２６】
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　ステップ３０８では、共通の対象領域（ＲＯＩ，region of interest）が線量マップ１
０６と取得画像１１２とについて取得される。共通のＲＯＩは、線量マップ１０６及び取
得画像１１２の小さい方より決して大きくないことが可能であり、取得画像１１２のいか
なる特別の非線量関連標示を除外するように選択される。例えば、ＲＯＩは、いかなる記
述または基準標示を含まず、線量マップ１０６または取得画像１１２の縁部から離れたい
かなる領域も含まないべきである。
【００２７】
　ステップ３０８の一部として、当業者に知られた種々の自動化された技術が、１つの画
像が針の刺し跡を含む領域のような、線量マップ１０６及び取得画像１１２の異常な小さ
い領域を除外するために採用可能である。さらに、種々の知られた閾値化手法が、選択さ
れた線量範囲の低い相関を有すると考えられる領域を除外するために採用可能である。こ
れらの領域は、低線量領域、高勾配領域、物理的媒体境界近傍の領域等を含む。
【００２８】
　ステップ３１０では、線量マップ１０６の値が、線量マップ１０６の画素の最大値に対
して標準化され、そして、「絶対」測定の代わりに「相対」測定が所望される場合には、
百分率値に変換される。
【００２９】
　第１の実施形態では、ステップ３１２で、線量マップ１０６は、小さい幾何学領域に分
割される。小さい幾何学領域に分割された線量マップ１０６の例（及び以下に説明するよ
うに、統計関数が領域に適用された後の）が図７Ａに示される。１つの実施形態では、幾
何学領域は、線量マップ１０６の領域の１％をそれぞれが含む矩形（３Ｄ画像について立
方体）である。画像の幾何学領域は、隣接してもしなくともよく、及び、採用される特定
の画像に応じて物理的に重なっても重ならなくともよいことが注記されるべきである。
【００３０】
　第２の実施形態では、ステップ３１２で、線量マップ１０６の線量レベルが、線量範囲
に区分される。これらの線量範囲は、隣接してもしなくともよく、及び、重なっても重な
らなくともよい。１つの実施形態では、各線量範囲は、計画画像の全体の線量範囲の１％
にわたる。すなわち、各１％の増分は、０から１００の尺度で、線量マップ１０６の０か
ら最大線量までにわたる。線量曲線の各範囲の画素について、平均やメジアンのような統
計尺度が計算される。すなわち、処理は、計画画像、すなわち線量マップ１０６の各線量
範囲のすべての画素を見出し、それらの画素の平均（またはメジアンあるいは中央傾向の
いくつかの他の尺度）をとる。各範囲の登録画像の画素に配置された指標は、維持される
。
【００３１】
　さらに第３の実施形態では、ステップ３１２で、線量マップ１０６は、上述した幾何学
領域のような、線量マップ１０６の領域の百分率を有する副領域に分割される。そして、
線量マップ１０６は、「列形式」として参照されるものに変換される。列形式の使用は、
処理を簡略化する目的で選択により採用されるが、ステップ３１２及びステップ３１２に
続くステップは、列形式の線量マップ１０６及び取得画像１１２を表示することなく実行
可能であることが理解されるべきである。列形式の線量マップ１０６の例が、図９Ａに示
される。図６Ａに示す線量マップ１０６の各副領域は、図９Ａに示す画像の各列に表され
ている。
【００３２】
　ステップ３１２を参照して説明した第１の実施形態では、ステップ３１４で、画素は、
ステップ３１２に関して上述したように定義され、線量マップ１０６の各幾何学領域に対
応する取得画像１１２に配置される。線量マップ１０６と取得画像１１２とは、線量マッ
プ１０６及び取得画像１１２のそれぞれが、各幾何学領域の全数を加えた領域を有するよ
うに対応する画素が配置される前に、選択により、切除可能である。幾何学領域に分割さ
れた取得画像１１２が、図７Ｂに示される。そのような配置された各組の画素について、
いくつかの統計尺度または特性が計算される。いくつかの実施形態では、例えば、図７Ａ
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及び７Ｂに描かれたような、画素強度の平均値が、各組の配置画素について計算される。
他の実施形態は、メジアンまたは当業者に知られるようないくつかの他の統計特性を計算
可能である。例えば、メジアン値は、画像のエッジを保存し、一方、平均化は、エッジを
滑らかにする傾向がある。統計特性の選択は、線量が領域内で変化する速さを含むことが
できるいくつかの要因に依存する可能性がある。
【００３３】
　ステップ３１２を参照して説明した第２の実施形態では、ステップ３１４で、画素は、
ステップ３１２に関して上述したような線量マップ１０６で識別される線量レベルに対応
する取得画像１１２に配置される。そして、取得画像１１２の各線量範囲の統計尺度（例
えば、平均、メジアン等）が、ステップ３１２で線量マップ１０６に関して上述したよう
に計算される。
【００３４】
　ステップ３１２を参照して上述した第３の実施形態では、ステップ３１４で、取得画像
１１２は、副領域に分割され、次いで、図９Ｂに示すような列形式で表示される。そのよ
うな各副領域について、基準画像、すなわち線量マップ１０６の画素と取得画像１１２の
対応する幾何学領域の画素との間で相関がとられる。そのような相関は、当業者に知られ
ている。例えば、図１０は、図９Ａ及び９Ｂに示す画像の対応する各組の列（１から１０
０の番号が付された）について、当業者に知られるような、相関係数を表すグラフを示す
。対応する列により表される対応する副領域は、相関尺度の順番でランク付けされる。図
１１Ａ及び１１Ｂは、列が相関係数の値に従って区分された線量マップ１０６と取得画像
１１２とをそれぞれ表す列形式の画像を示す。最も高く相関する領域から開始して、対応
する画素が、以前の段落で説明されたものと類似の方法で、校正曲線を作成するために使
用される。
【００３５】
　いくつかの実施形態では、相関閾値が、その相関が予め定められた閾値を超える列のみ
がＩＳＣＣ曲線を作成するときに考慮されるように、生成される。例えば、図１１Ａ及び
１１Ｂを参照して、列画像の列１乃至３３は、－０．９７より小さいか等しい相関を有し
、－０．９７という値は、相関閾値として選択されている。したがって、この例では、列
１乃至３３のみが、ＩＳＣＣ曲線を生成するときに考慮されるべきである。
【００３６】
　ステップ３１６で、原ＩＳＣＣ曲線が作成される。１つの実行された実施形態で作成さ
れたＩＳＣＣ曲線の例が、図４に示される。この実施形態のＩＳＣＣ曲線は、取得画像１
１２の対応する画素のぞれぞれの画素強度を表す値に対して、ステップ３１２で規定され
た線量マップ１０６の範囲のそれぞれについて処置計画１０４の線量の強度を表す値を図
示し、この値は、ステップ３１４で選択されたいかなる統計尺度にも関連付けられる。原
ＩＳＣＣ曲線の他の例が、図８Ａに提供される。図８Ａに示す原ＩＳＣＣ曲線は、図６Ａ
及び図７Ａに示す線量マップ１０６と図６Ｂ及び図７Ｂに示す取得画像とを小さい幾何学
領域に分割することにより作成された。図１２Ａは、ステップ３１４に関して上述した相
関閾値を超える線量マップ１０６及び取得画像１１２の領域についての画素値のプロット
に基づく原ＩＳＣＣ曲線を示す。
【００３７】
　ステップ３１８で、ステップ３１６で作成されたＩＳＣＣ曲線は、線量値が増加するに
伴って画素値が単調に減少することを確実にするように後処理される。さらに、当業者に
知られるような他の後処理が適用可能である。例えば、ＩＳＣＣ曲線を平滑にまたは適合
する手法が、ステップ３１８で適用可能である。図８Ｂは、図８Ａに示す原ＩＳＣＣ曲線
の後処理により生成されるＩＳＣＣ曲線を示す。図１２Ｂは、図１２Ａに示す原ＩＳＣＣ
曲線の後処理により生成されるＩＳＣＣ曲線を示す。
【００３８】
次の校正処理
　図５は、次の校正処理を、すなわち図２を参照して上述した初期校正処理のステップ２
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０２で校正曲線が作成された処置計画１０４ａ以外の処置計画１０４ｂについて実行され
る相対校正を説明する。処置計画１０４ｂは、第２のまたは次の処置計画として参照され
る。
【００３９】
　ステップ５０２で、次の処置計画１０４ｂに関して画像取得処理が実行される。ステッ
プ５０２は、処置計画１０４ｂについて、図３Ａを参照して説明したステップを実行する
ことを含む。したがって、ステップ５０２は、線量マップ１０６ｂと取得画像１１２ｂと
を生成する。
【００４０】
　ステップ５０４で、図３Ｂを参照して上述したＩＳＣＣ生成処理が、線量マップ１０６
ｂと取得画像１１２ｂとについて実行される。したがって、ステップ５０４は、次のＩＳ
ＣＣ曲線１１４ｂを生成する。
【００４１】
　ステップ５０６で、第１のＩＳＣＣ曲線１１４ａと次のＩＳＣＣ曲線１１４ｂとの間で
比較が実行され、２つの曲線の差を識別し、またはこれらを適合させる。ステップ５０８
で、次の取得画像１１２ｂは、第１のＩＳＣＣ曲線１１４ａと次のＩＳＣＣ曲線１１４ｂ
との間で識別された差または適合に基づいて変更される。この変更の目的は、図２を参照
して上述したステップ２０２で作成した校正曲線を用いて校正可能な状態に取得画像１１
２ｂを変換することである。取得画像１１２ｂの変換は、例えば米国特許第６，５２８，
８０３号で説明されるようなものを含む、当業者に知られた種々の方法を用いて実行可能
である。２つの曲線または二組の点の間の関係は、簡単には差であり得るが、より複雑で
あってもよく、ルックアップテーブルの形態または当業者に知られるような曲線適合をと
ることができる。
【００４２】
　ステップ５１０で、図２を参照して上述したステップ２０２で作成された校正曲線が、
取得画像１１２ｂに適用される。
【００４３】
実験的校正の評価
　上述したように作成したＩＳＣＣ曲線は、当業者に知られた方法を用いて実験的に得ら
れた校正曲線の有効性を評価するために有利に使用可能である。したがって、いくつかの
実施形態では、ＩＳＣＣ曲線は、実験的に得られたまたは計算された校正曲線と比較可能
である。ＩＳＣＣと実験的に得られた曲線との間の相関または対応は、線量マップ１０６
により表され、取得画像１１２で示されるような線量分布を良好にモデル化することがで
きる尺度である。当業者は、過剰な誤差を有する曲線が使用されないように実験的に得ら
れた校正曲線の許容閾値を設定することが可能であることを認識するであろう。また、線
量マップ１０６と取得画像１１２との乖離が、校正誤差、ＴＰＳモデル化誤差または放射
線印加誤差によるかどうかを判定するために、ユーザは、ＩＳＣＣ曲線と実験的に得られ
た校正曲線との対応を使用可能である。
【００４４】
標準化値の評価及び選択
　上述したように作成したＩＳＣＣ曲線は、さらに、品質保証目的のために比較されるべ
き取得画像１１２と線量マップ１０６のような画像について、標準化値を評価して選択す
るために有利に使用可能である。ここで新たに開示したような相対線量測定のためのシス
テム及び方法では、通常、類似範囲にわたって配置されるような計画及び取得画像の画素
値を標準化することが必要とされる。これらの標準化値の選択は、しばしば難しい可能性
がある。例えば、実験的校正とＩＳＣＣ曲線とが形状が異なる場合、一の線量レベルで標
準化を最適化することは、他の線量レベルでの一致を低下させる可能性がある。計画画像
、すなわち線量マップ１０６で標準化値を変更することは、標準化された計画画像と取得
画像１１２との間で生成されるＩＳＣＣ曲線に置き換えられる。したがって、ＩＳＣＣ曲
線と実験的に得られた曲線との一致は、曲線全体にわたって、あるいは曲線の選択された
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範囲または点について標準化値を変更することにより、最適化される。このようにして、
最適化された標準化値は、異なる判定基準のために生成可能である。
【００４５】
　図１３は、実験的に得られた校正曲線１３１０、すなわち当業者に知られた方法または
上で新たに開示されたＩＳＣＣ生成処理に従って作成された校正曲線を含むグラフ１３０
０を示す。また、図１３は、図３に関して上述したような線量範囲に線量マップ１０６及
び取得画像１１２を分割することにより作成されたＩＳＣＣ曲線１３２０を示す。曲線１
３１０，１３２０を比較して標準化する多数の方法が存在する。例えば、曲線１３１０，
１３２０を比較する１つの方法は、これらの曲線の差を評価することである。本実施例の
目的のために、曲線１３１０，１３２０は、画素値の選択された範囲について、通常２つ
の曲線１３１０，１３２０の共通の画素値範囲を有する共通の組の画素値について、評価
される。この場合、選択された範囲の各画素値は、線形に補間されるが、当業者は、この
補間が実行可能な種々の方法が存在することを認識するであろう。
【００４６】
　図１４に示すグラフに図示された２つの曲線１３１０，１３２０の線量差に着目して、
画素値から線量レベルに取得画像１１２を校正するために実験的な校正曲線１３１０を使
用する場合には、差を識別可能であり、そして品質保証目的のためにその取得画像１１２
を線量マップ１０６と比較可能であり、校正曲線１３１０の低線量領域（０乃至１０ｃＧ
ｙ）での過剰応答、及び校正曲線１３１０の１０乃至３０ｃＧｙの範囲での過少応答を認
識することができるであろう。図１３に示すプロットと組み合わせた図１４に示すプロッ
トに着目して、ＩＳＣＣ曲線１３２０に良好に合致するため、追加の実験的校正が、０乃
至１０ｃＧｙ範囲の点について必要とされると結論付けることができるであろう。追加の
実験的校正を実行した後、ＩＳＣＣ曲線１３２０と実験的校正曲線１３１０との差が改良
されたかどうかを確認するため、図１３及び図１４に関して説明した解析を繰り返すこと
ができる。
【００４７】
　特定の線量領域に着目する代わりに、図１４に関して説明したように、曲線１３１０，
１３２０は、その全体で比較可能である。例えば、２つの曲線の相関が評価可能であり、
または、差の二乗平均（ＲＭＳ）が算出可能である。線量測定装置を校正する際の使用の
ため実験的曲線１３１０を受け入れまたは拒絶するために、これらのパラメータについて
許容閾値を設定することができる。その代わりに、曲線の一定の領域（例えば高線量領域
）を特に対象にする場合、曲線１３１０の部分を独立に評価することができる。曲線フィ
ッティングが使用される場合、このことはスプライン適合と称される。例えば、曲線１３
１０は、１０の相等しい部分に分割可能であり、図１５Ａに示すような相関または図１５
Ｂに示すようなＲＭＳのような統計が、それぞれについて算出される。
【００４８】
　さらに、上述したように、標準化値は、比較される画像、すなわち線量マップ１０６及
び取得画像１１２の間のシステム誤差を減少するように校正曲線を調整するのにしばしば
適用される。例えば、ＩＳＣＣ曲線１３２０と実験的曲線１３１０とをそれらの最大値に
対して標準化可能である。その後、実験的線量曲線１３１０は、所定の範囲の因子により
調整可能であり、さらにＩＳＣＣ曲線１３２０に対して調整された実験的曲線１３１０の
ＲＭＳをプロットすることができる。そして、このプロットの最小点を評価することによ
り、最適な標準化因子が判定可能である。この手法は、曲線１３１０の一部に関して実行
可能であり、例えば図１６に示すような高線量の最適化を許容することが注記される。図
１６に示す曲線の最小点は、略１．０１であるように見られ、１．０１が、図１６に示す
領域についての最適な標準化因子であることを示唆する。当業者は、この因子が、曲線を
多項式に適合させることによりさらに改良可能であることを認識するであろう。
【００４９】
　上記記載は、図解的であることを意図し、制限的ではない。提供した例以外の多数の実
施形態及び用途が、上記説明を読んで当業者に明らかになるであろう。本発明の範囲は、
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上記説明を参照しないで決定されるべきであるが、その代わりに添付のクレームを参照し
て、そのようなクレームが記載された均等物の全範囲に沿って決定されるべきである。将
来の改良は、線量測定画像に発生するであろうし、本発明がそのような将来の実施形態に
組み込まれるであろうことが予定され、意図されている。
【図面の簡単な説明】
【００５０】
【図１】少なくとも１つの実施形態で使用される、ＩＭＲＴ自己校正曲線（ＩＳＣＣ）を
作成するシステムの概観を提供するブロック図である。
【図２】実施形態にかかる、初期校正処理の処理フローを説明する処理フロー図である。
【図３Ａ】実施形態にかかる、ＩＳＣＣ曲線を作成するのに使用されるべき取得画像の処
理を説明する処理フロー図である。
【図３Ｂ】実施形態にかかる、ＩＳＣＣ生成処理を説明する処理フロー図である。
【図４】ＩＳＣＣ曲線の例を示す。
【図５】次の校正処理を説明する処理フロー図である。
【図６Ａ】線量マップの例を示す。
【図６Ｂ】取得画像の例を示す。
【図７Ａ】小さい幾何学領域に分割され、該領域に統計関数が適用された後の線量マップ
の例を示す。
【図７Ｂ】小さい幾何学領域に分割され、該領域に統計関数が適用された後の取得画像の
例を示す。
【図８Ａ】原ＩＳＣＣ曲線の例を示す。
【図８Ｂ】後処理されたＩＳＣＣ曲線の例を示す。
【図９Ａ】列形式の線量マップの例を示す。
【図９Ｂ】列形式の取得画像の例を示す。
【図１０】図９Ａ及び９Ｂに示す画像の対応する列の各組についての相関係数を表す例示
的グラフを示す。
【図１１Ａ】相関係数の値に従って列が区分されている、線量マップを表す列形式の例示
画像を示す。
【図１１Ｂ】相関係数の値に従って列が区分されている、取得画像を表す列形式の例示画
像を示す。
【図１２Ａ】線量マップと取得画像の領域について相関閾値を超える画素値を図示するこ
とに基づく例示的な原ＩＳＣＣ曲線を示す。
【図１２Ｂ】後処理後の図１２ＡのＩＳＣＣ曲線の例を示す。
【図１３】実験的に得られた校正曲線とＩＳＣＣ曲線とを含む例示的なグラフを示す。
【図１４】実験的に得られた校正曲線とＩＳＣＣ曲線との線量差が図示された例示的なグ
ラフを示す。
【図１５Ａ】校正曲線の１０の相等する部分についての相関統計の例示プロットを示す。
【図１５Ｂ】校正曲線の１０の相等する部分についての最小二乗統計の例示プロットを示
す。
【図１６】校正曲線の一部の関する例示的な標準化曲線を示す。
【符号の説明】
【００５１】
　１０２　処置計画システム
　１０４　処置計画
　１０６　線量マップ
　１１０　画像取得装置
　１１２　取得画像
　１１４　ＩＳＣＣ曲線
　１１４ａ　一次ＩＳＣＣ曲線
　１１４ｂ　二次ＩＳＣＣ曲線
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